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1 　本稿の目的














かび上がってきた過程が，家族の変動である」（目黒 1987 : iv）と指摘し、森岡は個人化を「家族の集団生
活の外部に個人の活動領域が形成され、そこでの活動が家族役割の遂行に必要な程度を超えて拡大し、自






























A票 B票 A票 B票
計画標本 4,500 4,500 5,000 3,578 3,622 4,500 4,002 3,998
調査地点 300 300 341 307
有効回収数 2,893 2,790 2,953 1,957 1,706 2,023 2,124 2,130




A票 B票 A票 B票 A票 B票
計画標本 3,997 4,003 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500
調査地点 300
有効回収数 2,060 2,160 2,507 2,496 2,332 2,335 2,079























































2 ） 表の右にある SLは Sparkline であり、意識の動向を折れ線グラフに可視化したものである。
表 2　家族やジェンダーに関する意識の動向 2 ）
00 01 02 03 05 06 08 10 12 15


































いえば賛成） 41.9 38.5 38.9 33.9 31.8 41.6 32.4 35.4
op2gnr 三世代同居観 望ましい 65.7 64.7 62.4 65.7 64.3 67.5 75.1 69.7 69.2 62.8
appccnum 理想の子ども数 3人以上 62.3 60.6 60.8 58.4 55.3 60.7 55.9 57.9 56.1 53.3
appccsxb 希望する子どもの性





53.0 50.8 49.6 52.2 56.3 53.7 53.7
op5srwfy 高齢者の生活保障の
責任 国・自治体(5+4） 36.0 33.8 49.2 53.1 56.7 63.4 62.3 59.2 56.9
op5srmdy 高齢者の医療・介護
の責任 国・自治体(5+4） 41.2 41.3 60.2 62.8 67.3 72.8 73.9 72.3 67.9
op5cced 子どもの教育の責任 国・自治体(5+4） 13.9 12.9 25.4 24.9 25.8 27.8 29.3
op5ccare 保育・育児の責任 国・自治体(5+4） 12.1 12.6 25.3 24.3 25.9 29.4 30.4
st5lifey 満足度：家庭生活 満足（1+2） 49.2 47.9 48.9 53.4 57.2 57.6 59.1 58.6 59.5 59.7
st5ecny 満足度：現在の家計
の状態 満足（1+2） 28.6 27.1 27.2 28.6 33.7 36.1 35.3 35.0 37.6 40.1
st5ssrel 満足度：配偶者との関
係 満足（1+2） 66.5 67.5 65.7 66.3 67.1 66.2 67.7
ownhouse 住居の所有形態 持家 78.2 78.1 77.3 78.7 80.4 79.0 79.8 80.7 78.5 80.9
tphouse 住居の種類 一戸建て 75.8 76.1 77.2 77.7 79.3 78.0 77.4 80.0 76.8 78.7
SL変数名 項目 Target Category ウエイト付%






分し、20 ～ 34歳層と35 ～ 49歳層の既婚率を示したものである。収入が高い方が結婚しやす
いという傾向は極めて明確であり、この15年間で変化していない。γ係数を前期と後期でみ
ても、20 ～ 34歳層で .617と .652、35 ～ 49歳層で .551と .558であり、強い関連を示し続けて
いる。






































































が、最も就労率が低下する末子年齢 0 ～ 3 歳時の正規雇用就労率が若干ではあるが上昇し
3） 本稿ではライフステージを次のように設定する。①未婚で34歳以下（学生は除外）、②有配偶で子ども
がいない34歳以下、③末子年齢 0 ～ 3 歳、④末子年齢 4 ～ 6 歳、⑤末子年齢小学校程度（7 ～ 12歳）、⑥
末子年齢中学校程度（13 ～ 15歳）、⑦末子年齢高校程度（16 ～ 18歳）、⑧末子年齢大学程度（19 ～ 22歳）、
⑨末子年齢23 ～ 34歳、⑩末子年齢35歳以上。
表 3　結婚経験を規定する要因の比較（就業している20 ～ 49歳の男性。在学中の者は除く。）
2006年以前 2008年以降 2006年以前 2008年以降
Exp(b) p Exp(b) p Exp(b) p Exp(b) p
年齢 1歳刻み 1.16 ** 1.15 ** 1.11 ** 1.10 **
学歴 中学卒 0.75 0.72 1.03 1.07
高校卒 1.25 * 1.24 + 1.35 * 1.47 **
大学卒 ref. * ref. ref. ref.
都市規模 大都市 ref. ref. ref. ref.
その他の市 1.08 0.97 1.14 1.08
町村 1.14 0.95 1.28 1.15
就労地位 正規雇用 ref. ref. ref. ref.
非正規雇用 0.19 ** 0.13 ** 0.49 ** 0.31 **
自営・家族従業 0.95 0.85 0.85 0.99
企業規模 小企業（1-29人） ref. ref. ref. ref.
中企業（30-299人） 0.99 1.15 0.88 0.97
大企業（300人以上 1.18 1.46 ** 0.73 * 0.91
官公丁 1.09 1.42 + 0.80 0.94
職業 上級ホワイト ref. ref. ref. ref.
下級ホワイト 0.93 1.00 1.21 1.23
ブルーカラー 0.79 0.94 1.12 1.28
農林漁業 0.62 0.37 * 0.87 0.46 +
年収 100万円単位 ― ― 1.52 ** 1.49 **
0.01 0.02 0.01 0.01
2920 2594 2546 2209
0.24 0.22 0.29 0.26
0.33 0.30 0.40 0.37














葉 , 2011 : 45）と指摘している。本稿の分析でも同様の結果が得られており、依然として女性
が「子育てすること」と「正規雇用で働くこと」の両立が極めて難しい状況が続いていると
いえる。


































































































表 4　末子0～ 6歳時の女性の就労を規定する要因 4 ）
（多項ロジット：参照カテゴリー（無職））
Exp (b) p Exp (b) p Exp (b) p Exp (b) p
学歴 高校卒以下 ref. ref. ref. ref.
大学卒以上 1.31 0.55 * 1.28 0.53 *
初職の就労地位 正規雇用 3.15 * 1.69 2.38 * 1.39
正規雇用以外 ref. ref. ref. ref.
初職の企業規模 1～29人 1.01 1.10 0.69 1.17
30～299人 ref. ref. ref. ref.
300～999人 0.95 0.71 1.44 1.03
1000人以上 1.45 0.99 0.74 1.20
官公庁 5.05 ** 1.43 3.75 * 1.11
初職の職業 上級ホワイト 2.91 ** 1.67 2.39 ** 1.28
下級ホワイト ref. ref. ref. ref.
ブルー・農林 1.21 1.33 1.78 1.30
夫の年収 130万未満 0.65 1.75 2.28 0.70
130～250万未満 3.05 * 0.84 1.28 1.92
250～350万未満 1.64 0.90 0.82 0.97
350～450万未満 ref. ref. ref. ref.
450～550万未満 1.15 0.86 0.65 0.64
550～750万未満 0.83 0.38 * 0.42 * 0.70
750万以上 0.57 0.37 + 0.34 + 0.58
夫の週労働時間 0～39時間 1.45 1.77 0.32 0.29 +
40～49時間 ref. ref. ref. ref.
50～59時間 0.62 1.19 1.04 0.44 *
60時間以上 0.54 + 0.92 0.87 0.52 *
性役割分業意識 1=賛成～4=反対 1.76 ** 1.27 2.35 ** 1.88 **
子どもの人数 1～4人以上 1.00 1.32 * 0.62 ** 1.01
母・義母との同居 同居 2.11 * 0.71 0.83 1.68
別居 ref. ref. ref. ref.









































































多くの独立変数を投入しても、説明力は前期で 5 %、後期で 8 %程度しかない。妻が正規
表 5　有配偶男性の家事頻度の規定要因（重回帰分析）
b p b p




60代 -0.04 -0.21 *
70歳以上 -0.06 -0.12
都市規模 大都市 0.13 * 0.11 *
その他の市 ref. ref.
町村 -0.07 -0.08
夫の学歴 中学卒 0.01 0.21 *
高校卒 ref. ref.
大学卒 -0.11 + -0.03
妻の学歴 中学卒 -0.07 -0.06
高校卒 ref. ref.
大学卒 0.07 0.09
夫の年収 無職 0.59 ** 0.45 **
130万未満 0.39 ** 0.37 **
130～250万未満 0.38 ** 0.05
250～350万未満 0.19 + -0.01
350～450万未満 ref. ref.
450～550万未満 0.03 -0.29 **
550～750万未満 0.03 -0.20 *
750万未満 -0.11 -0.31 **
夫の週労働時間 10時間単位 -0.04 + -0.04 *
妻の就労地位 正規 0.43 ** 0.50 **
非正規 ref. ref.
自営 0.15 0.21 *
無職 0.00 -0.03
母・義母との同居 同居 -0.27 ** -0.37 **
別居 ref. ref.
性役割分業意識 1=賛成～4=反対 0.11 ** 0.20 **
0.87 ** 0.96 **
4454 4086
0.05 0.08
































































2015は JSPS 科研費 JP26245060の助成を受けたものである。
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